
徳島県公金管理委員会運営要領

（目的）
第１条 徳島県公金管理委員会の運営について、徳島県公金管理委員会設置要綱
（以下「要綱」という。）に定めるもののほか、要綱第９条の規定に基づき、
この要領において必要な事項を定める。

（委員会の開催）
第２条 委員長は、要綱第４条に規定する会議として、一会計年度において１回
の定例委員会を開催するものとする。ただし、委員長が特に必要があると認め
るときは、臨時委員会を開催することができる。

（幹事会の開催）
第３条 会長は、要綱第６条に規定する幹事会として、一会計年度において１回
の定例幹事会を開催するものとする。ただし、会長は、金融情勢等に基づく判
断により定例幹事会の開催を増減することができる。

２ 会長は、特に必要があると認めるときは、臨時幹事会を開催することができ
る。

３ 会長は、緊急のため会議を招集するいとまがないときは、前二項の規定にか
かわらず、次の幹事を主幹事として緊急幹事会を開催することができる。
一 財政課長
二 会計課長
三 企業支援課長
四 企業局経営企画戦略課長
五 会長が特に必要と認める課室の長

（部会の設置等）
第４条 会長は、要綱第５条第５項に規定する部会として、次の部会を設置する
ことができる。
一 基金部会
二 資金管理部会
三 制度融資部会

２ 部会の構成は、前項各号の区分に応じ公金預金関係課の課長補佐又は係長で
構成する。

（会議の非公開）
第５条 徳島県公金管理委員会（以下「委員会」という。）に係る会議及び会議
資料は非公開とする。ただし、委員長が特に認める場合は、この限りでない。

（情報の収集）
第６条 要綱第２条第３号に規定する金融機関の経営情報等の把握については、
外部組織等の活用をすることができる。

（緊急対応マニュアル等の整備）
第７条 委員長は、公金管理に関する緊急対応マニュアル等を整備するものとす
る。

（その他）
第８条 委員会の運営について、この要領に定めのない事項は、委員長が別に定
める。



附 則
この要領は、平成１４年３月１９日から施行する。

附 則
この要領は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則
この要領は、平成１９年５月１日から施行する。

附 則
この要領は、平成２０年３月２１日から施行する。

附 則
この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則
この要領は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則
この要領は、令和元年５月１日から施行する。

附 則
この要領は、令和２年４月１日から施行する。


